
財団法人　新エネルギー財団

昭和５６年　３月１２日制定

昭和５８年　３月２２日改正

平成１４年　９月２７日改正

（総則）

第１条　財団法人新エネルギー財団の役員に対する報酬は、理事会の同意を得て支

　　給するものとし、この規程の定めるところによる。

（報酬の支給）

第２条　常勤する役員には、報酬を支給する。

（報酬の額）

第３条　報酬は、年俸とし、予算の範囲内で、別表に掲げる額をそれぞれ上限とし

　　て、会長がこれを定める。

　２　年の中途において、役員が就任又は退任（死亡を含む。）した場合における

　　年俸の額の計算方法については、別に定める。

（報酬の支給日）

第４条　年俸は、月割りで支給する。

　２　年俸の月割額は、職員給与規程第４条第１項に準じて支給する。

（通勤手当の支給）

第５条　常勤の役員には、報酬の他に通勤手当を職員給与規程第１３条に準じて支

　　給する。

　　　　附　則

　　１　この規程は、平成１４年９月２７日から実施し、同年４月１日から適用す

　　　る。

　　２　平成１４年４月１日から実施日までの間に支払われた報酬は、改正後の第

　　　３条の規程による報酬の内払とみなす。
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別　表

監　　事

報 酬 上 限 額

２，１００万円

１，９００万円

１，８００万円

１，７００万円

１，６００万円

１，５００万円

１，５００万円

理 事 長

専務理事

常務理事

理　　事

役　　職

会　　長

副 会 長
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財団法人　新エネルギー財団

平成１４年　９月２７日制定

（総則）

第１条　財団法人新エネルギー財団の常勤の役員（以下「役員」という。）が退任

　　（死亡を含む。）した場合の退職金の支給は、この規程の定めるところによる。

（退職金の支給）

第２条　役員が退任したときは、退職金を支給する。ただし、役員が、寄附行為第

　　２０条第１項第２号の規定により解任されたときは、退職金を支給しない。

　２　役員が任期中、任期満了の日の翌日において再び役員に選任されたときは、

　　その者の退職金の支給については、引き続き在任したものとみなす。

（退職金の額）

第３条　退職金の額は、役員が退任した日における年俸の１２分の１に相当する額

　　に１００分の２５以内を乗じた額に、その役員の在任期間の月数を乗じて得た

　　額とする。

　２　役員が前条第２項の規定により種類の異なる役員に引き続いて在任したもの

　　とされた場合における退職金の額は、それぞれの在任期間に相当する退職金の

　　額を合算した額とする。

（在任期間の計算）

第４条　在任期間の月数の計算については、選任の日から暦に従って計算するもの

　　とし、１月に満たない端数が生じたときは１月とする。

（退職金の支給）

第５条　退職金は、法令の規定により、その退職金から控除すべき額を控除し、そ

　　の残額を直接本人に、本人が死亡したときは、その遺族に支給する。

　２　前項の遺族の範囲及び支給順位は、労働基準法施行規則第４２条から第４５

　　条「遺族補償」の場合に準ずるものとする。

　　　　附　則　　この規程は、平成１４年９月２７日から実施する。
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